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求職者支援制度の政策的意義について




















































































































合計 368，314 389，651 381，274
離職者訓練
うち 直轄方式
うち 機構 60，313 46，353 39，842
うち 都道府県 21，841 16，880 14，959
うち 委託方式
うち 機構 75，245 94，380 104，721
うち 都道府県 25，364 33，708 27，571
うち 基金訓練・求職者支援訓練
在職者訓練
うち 機構 95，464 113，217 112，077
うち 都道府県 65，881 61，458 58，585
学卒者訓練
うち 機構 7，490 7，599 7，718



















2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
337，001 275，784 255，176 365，336 571，134 517，657
32，800 28，949 27，144 36，354 32，947 30，727
14，519 13，374 12，959 14，157 13，005 11，692
99，738 84，381 75，224 79，978 35，429 0
24，227 15，075 16，474 60，977 85，300 102，233
48，520 292，230 265，126
81，910 50，498 43，803 42，367 35，778 39，332
60，873 61，582 58，566 61，827 55，563 48，153
7，634 7，439 7，303 6，754 6，529 6，635













































































































































































































































日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728293031 訓練日数 73日





















































































































































































































































備考 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － － －
日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728293031
訓練時間 96Ｈ
総訓練時間 96Ｈ




























































































































































































































































































備考 － － － － － － － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ
日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728
訓練時間 102Ｈ
総訓練時間 198Ｈ
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日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728293031
訓練時間 102Ｈ
総訓練時間 300Ｈ
































































































































































































































備考 6Ｈ － － 6Ｈ － 6Ｈ － 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ － 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － －
日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324252627282930
訓練時間 102Ｈ
総訓練時間 402Ｈ































































































































































職業横断スキル 基礎演習 実践演習 社会的事業者等





















01－03 01 2010／4／13 ～ 2010／7／6 4 100．0
A IT ビジネス科 01－01 01 2010／6／4 ～ 2010／8／30 20 100．0
A パソコン基礎科 01－01 01 2010／6／1 ～ 2010／8／31 10 100．0
A 会計パソコン科 01－03 01 2010／7／5 ～ 2010／9／29 11 100．0
A 基礎演習科 02－00 02 2010／4／6 ～ 2010／9／30 16 100．0
A 介護パソコン科 03－05 03 2010／4／6 ～ 2010／7／28 21 92．9
A 上級ビジネスパソコン科 03－02 03 2010／7／6 ～ 2010／9／30 19 91．7
A パソコン初級科 01－01 01 2010／3／2 ～ 2010／5／28 20 90．0
A 介護・パソコンマスター科 03－05 03 2010／3／18 ～ 2010／8／12 20 88．9
A ビューティ実践演習科 03－19 03 2010／9／1 ～ 2010／11／30 30 87．0
A web デザイナー科 03－02 03 2010／8／5 ～ 2010／11／2 10 85．7
A IT 基礎マスター科 01－01 01 2010／4／13 ～ 2010／7／6 6 83．3
A IT パソコン初級科 01－01 01 2010／5／10 ～ 2010／7／29 20 83．3
A 基礎演習科 02－00 02 2010／5／6 ～ 2010／10／29 30 83．3
A web エキスパート養成科 03－02 03 2010／5／7 ～ 2010／7／30 20 82．4
A 基礎演習科 02－00 02 2010／3／9 ～ 2010／8／25 13 81．8
A ビジネススキルアップ ICT 科 01－01 01 2010／1／6 ～ 2010／3／26 13 80．0
A パソコン医療事務・介護事務科 03－04 03 2010／3／4 ～ 2010／6／2 22 80．0
A IT 基礎科 01－01 01 2010／4／5 ～ 2010／6／24 22 80．0
A ホームヘルパー養成科 03－05 03 2010／4／2 ～ 2010／7／27 20 80．0
A パソコン経理実務科 01－03 01 2010／7／13 ～ 2010／10／12 7 80．0
A 基礎から始めるビジネスパソコン科 01－01 01 2010／7／12 ～ 2010／10／8 11 77．8
A IT ビジネス科 01－01 01 2009／10／29 ～ 2010／1／28 22 77．3
A 医療クラーク養成科 03－04 03 2010／3／2 ～ 2010／6／28 13 75．0
A パソコン医療事務・介護事務科 03－04 03 2010／6／14 ～ 2010／9／10 26 75．0
A IT 会計科 01－03 01 2010／9／6 ～ 2010／11／26 6 75．0
A エクステリアガーデン・パソコン科 03－06 03 2010／4／5 ～ 2010／9／27 20 72．7
A パソコン基礎科 01－01 01 2010／6／14 ～ 2010／9／14 10 71．4
A 基礎演習科 02－00 02 2010／6／7 ～ 2010／11／25 12 71．4
A IT 基礎科 01－01 01 2010／7／6 ～ 2010／9／28 22 70．6
A 基礎演習科 02－00 02 2010／5／7 ～ 2010／11／2 20 70．6
A オフィススペシャリスト科 01－01 01 2010／4／13 ～ 2010／6／30 7 66．7
A 基礎から始めるビジネスパソコン科 01－01 01 2010／6／21 ～ 2010／9／17 11 66．7
A 基礎演習科 02－00 02 2010／7／1 ～ 2010／9／29 14 66．7
A 基礎から始めるビジネスパソコン科 01－01 01 2010／7／13 ～ 2010／10／12 15 66．7
A IT ビジネス科 01－01 01 2010／9／3 ～ 2010／11／30 20 64．3
A IT スキルアップ科 01－01 01 2010／3／8 ～ 2010／6／1 19 63．6
A IT 基礎科 01－01 01 2010／5／11 ～ 2010／7／28 20 62．5
A 情報システム科 01－01 01 2010／1／6 ～ 2010／3／26 19 60．0
A IT 会計科 01－03 01 2010／4／5 ～ 2010／6／24 13 60．0
A web デザイナー科 03－02 03 2010／4／19 ～ 2010／7／22 14 60．0
A パソコン基礎活用科 01－01 01 2010／3／8 ～ 2010／6／7 12 58．3
A web デザイナー科 03－02 03 2010／8／2 ～ 2010／10／29 14 57．1
A 初級パソコン基礎科 01－01 01 2010／8／2 ～ 2010／10／29 15 55．6
A ICT 基礎科 01－01 01 2010／8／30 ～ 2010／11／29 24 52．9
A パソコン経理実践科 01－01 01 2010／4／5 ～ 2010／6／29 8 50．0
A 基礎演習科 02－00 02 2010／7／1 ～ 2010／9／30 3 50．0
A IT 基礎演習科 01－01 01 2010／7／1 ～ 2010／9／30 13 50．0
A IT スキル習得科 01－01 01 2010／8／5 ～ 2010／11／2 5 50．0
A コンピュータ会計・簿記科 03－03 03 2010／9／6 ～ 2010／11／29 16 46．7
A ホームヘルパー養成科 03－05 03 2010／9／6 ～ 2010／11／30 13 46．2
A パソコン基礎活用科 01－01 01 2010／6／18 ～ 2010／9／16 17 45．5
A IT 基礎科 01－01 01 2010／1／6 ～ 2010／3／26 22 44．4
A 基礎から始めるビジネスパソコン科 01－01 01 2010／8／9 ～ 2010／11／8 12 44．4
A IT ビジネス科 01－01 01 2009／12／1 ～ 2010／2／25 23 41．2
A 建築・土木 CAD 科 03－18 03 2009／12／10 ～ 2010／3／4 12 40．0
A 情報システム科 01－01 01 2010／4／1 ～ 2010／6／30 13 40．0
A IT ビジネス科 01－01 01 2010／3／5 ～ 2010／5／28 20 33．3
A 初級ビジネスパソコン科 01－01 01 2010／8／10 ～ 2010／10／28 10 28．6



























































































































































































































19歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
2010年度 2．0 19．5 30．2 26．7 15．7 5．9
2011年度上期 2．6 25．2 27．8 23．1 14．0 7．3














































































2010年3月累計 137，81911，637 6，041 2，011105，97650，55519，373 3，55855，41919，567 69．0 35．1










































214，258 87．7％ 68．8％ 74．9％
















































2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度













































































































































































































































































































16，768 178，799 9．3％ 5．1％ 29．0‰
14，500 8．1
秋田県
1，308 37，306 3．5 5．0 13．7
2，400 6．4
埼玉県
8，269 157，129 14．5 5．2 10．8
6，120 10．7
福井県
499 16，200 3．1 3．3 4．1
800 4．9
京都府
5，851 75，933 7．7 5．7 22．2
5，700 7．5
和歌山県
2，655 18，057 14．7 4．3 13．8
1，900 10．5
鳥取県
949 19，114 5．0 4．2 10．2
1，200 6．3
岡山県
2，227 53，568 4．2 4．4 12．3
3，900 7．3
高知県
656 22，780 2．9 5．2 26．1
1，400 6．1
福岡県
18，502 245，816 7．5 6．0 24．1
16，220 6．6
佐賀県
2，236 29，038 7．7 4．5 8．7
1，900 6．5
沖縄県
20，405 68，422 29．8 7．5 20．8
5，600 8．2
全国
263，194 3，356，879 7．8 5．1 15．2
300，000 8．9
備考）1．各道府県の「地域訓練実施計画」を基に作成。
2．A 欄上段の数字は，2011年度上期の基金訓練の受講者数と同下期の求職者支援訓練の受講者数の
合計である。
3．A 欄下段の数字は，2012年度の求職者支援訓練の計画受講者数である。
4．B 欄の特定求職者数は，2011年度の実績値である。したがって，C 欄の受講者数比率は，上段2011
年度の数字は実績値，下段2012年度の数値は計画値をベースとしたものである。
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いずれにしても各地域の受講枠の設定には，その合理的根拠が説明される
か，格差への配慮がなされるか26），なお改善の余地をのこすと言わざるをえ
ない。
むすび
求職者支援制度は生活保障，職業訓練，就職支援の政策的側面をあわせも
つ。今後ともこの政策が存続するのであれば3側面を備えたものでなければ，
存在の意味はないであろう。ただし今後はそれらのうち後二者＝就労支援政
策を主とするものになるであろう。それは現実的であり合理的である。
政策の現状については，政策規模，すなわち政策の枠に入れる労働者の範
囲をどのように設定するかが大きな問題である。現行では，上記3側面とも
職業訓練を媒介とするので，職業訓練の必要性という観点から推して特定求
職者数の7％程度（28万人程度）という狭い枠が設けられている。これには
無理がある。なぜなら，職業訓練とは，そのレベルであれ，対象であれ，明
確に目標をしぼることもできれば，きわめて広くとることもできる。技能の
ミスマッチを解消するはっきりとしたねらいをもつ訓練も，いわゆるソー
シャルスキルのような漠然とした能力のための訓練も必要でないとはいえな
い。それゆえこの政策の政策規模は，その目的が訓練自体にあるのではなく
就労にあることからしても，職に就いていない者の数を基礎とすべきで，少
なくとも長期失業者数（約120万）がカヴァーできる規模に拡大すべきある。
政策規模とはこの政策の場合訓練定員の規模ということになるが，それを
上記のように定めたとしても，なお問題はのこる。訓練自体が民間の機関に
任されているのでいわば訓練市場が成立しており，現状では供給側に容易な
らぬ問題がある。仮に需要側である労働者の枠を長期失業者と定めたとして
も，特定求職者と定めるにしろ，それらには多様な類型が含まれるのであり，
基盤となる地域ごとにどのような性格の労働者（離職者）がいるのかを十二
分に把握したうえで訓練カリキュラムと訓練支援・就職支援体制を作らねば
ならない。そしてそれを促す労働行政側からの支え（金銭プラスアルファ）
がなければ訓練需要は起こせない。現状では民間訓練機関にも行政側にも努
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力の余地が大きい。いまは一緒のあつかいになっている若者失業者，母子家
庭女性，ニートなどへは訓練と就職支援は別個の対応が考案されなければ政
策は機能しないだろう。それらには2011年10月から認められなくなった基礎
分野から実践分野のコースの連結を可能にするなども考えられてよい。生活
保護者へは，この政策を介しての就労支援ではなく，あくまでも生活保護政
策の改良をもって対応するのが基本であろう。
訓練市場の供給側の難点は労働市場の供給側の難点になる。現状では訓練
機関も管轄の行政側（ハローワーク，各労働局，（独法）高齢・障害・求職
者支援機構の各県センター）も，労働市場の需要側のニーズの把握が不足し
ている。おかれた地域ごとに求人側のニーズを徹底的につかむ作業とその方
法の改良，さらにそれを就職支援や訓練メニューのあり方に生かす一層の努
力が待たれる。とくにハローワークの機能強化がその回路の始点として欠か
せない。 （2012年10月11日脱稿）
注記
1）求職者支援制度に関する社会政策分野からの既存の研究には，禹宗杬（2010）「生活
保障と就労支援－「求職者支援制度」を機能させるには」自治研『月刊自治研』2010年
7月号，木村保茂（2011）「わが国の公共職業訓練の新たな展開－基金訓練，ジョブ・
カード制度，「義務付け・枠付け」の見直し」北海学園大学開発研究所『開発論集』第
88号がある。
2）近年の学卒者への公共職業訓練の問題点については，木村保茂（2010）「公共職業訓
練の今日的特徴と課題－北海道を中心に」北海学園大学開発研究所『開発論集』第85号
を参照されたい。
3）本稿では貸付制度については触れない。
4）木村（2011）pp．71‐72を参照。
5）聞き取りを行った人口約30万人を管轄するハローワークでは，正規の職員2名のほか
に非正規であるが常勤の嘱託職員8名を求職者支援制度の専任部署に配置し対応してい
る。
6）労働政策審議会職業能力開発分科会（第49回：2010年5月）配布資料による。
7）この場合の公共職業訓練とは，いわゆる委託訓練を指す。本稿Ⅲ－2参照。
8）この比率等については厚労省中央訓練協議会（第6回：2012年6月）説明資料による。
9）今回実施した聞き取り調査でもこのことの弊害は側聞することがあった。なぜこのよ
うなコース設計の枠組みが設けられたかについては今のところつかみえていない。
10）受講実績でみると，2011年度下期は，実践分野の受講生が受講生全体の73％を占めた
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のに対して，基金訓練であった同年度の上期の実践分野の受講生の比率は57％であった。
そのことからも求職者支援訓練に移行して，実践分野から受講する受講生が増えたこと
をうかがうことができる（厚労省中央訓練協議会第6回説明資料）。
11）ジョブカード制度については，詳細な解説が必要である。ここではそれはなしえない
ので，労働政策研究・研修機構（2011）『ジョブ・カード制度の現状と普及のための課
題（JILPT 資料シリーズ87号）』，小杉礼子・原ひろみ編著（2011）『非正規雇用のキャ
リア形成』勁草書房を参照されたい。
12）正確には，「週20時間以上労働（無期雇用，31日以上の期間雇用）（＝雇用保険一般被
保険者）労働者」である（労働政策審議会職業能力開発分科会（第63回：2011年6月）
配布資料）。
13）なお，求職者支援訓練を受託できるのは教育機関に限られず民間企業でも可とされて
いる。したがって，ここで記している条件の「同等の内容の職業訓練」とは，一般企業
でも公共職業訓練と同レベルの訓練をしている企業であれば可とみなされると解釈され
る。
14）受託をめぐる訓練機関間の競争倍率は不明であるが，筆者が聞き取った数件の事例で
は，地盤となる都市（都道府県）の人口規模による差が少なからずあるように思われた。
15）これには，厳密に言えば，訓練機関側の諸情報をつかんでいるのは（独法）高齢・障
害・求職者雇用支援機構であるから，同機構とハローワークが受講希望者側の情報を共
有できていればという条件が付く。
16）受講者の属性に関して次のことを補足しておく。基金訓練期であるが，生活給付金受
給認定者の「単身」および「扶養者あり」の比率が公表されている。それによると「単
身者」のほうがずっと多くなっている（労働政策審議会職業能力開発分科会（第58回：
2011年1月）配布資料）。
その他，筆者が得たデータをあげておく。管轄区人口約30万人のハローワーク管内の
2011年1月から2012年6月末日までの数字であるが，受講者209人中，母子家庭36，生
活保護9であった。これからするとこの制度は母子家庭の受け皿になる可能性があると
言えそうである。また生活保護者に関しては，この制度への包含の程度は地域によって
相当の差があるように思える。いずれにしても，データ・統計資料の整備が必要である。
17）念のため言い添えておくと，図表12の「うち未就職」とされるものは，ここで紹介し
ているアンケートの選択肢②であると回答した者の数である。
18） 求職者支援制度において訓練受講給付金は同一世帯複数受給はできないことが原則
になっている。したがってここでは個人ではなく世帯数を基礎に考えることにする。
19）厚労省中央訓練協議会（第6回）議事録参照。
20）労働政策審議会職業安定分科会（第85回：2012年5月）参考資料による。
21）厚労省中央訓練協議会（第6回）議事録参照。
22）ここから次の「求職者支援訓練と委託訓練の交錯」までの訓練機関に関する実態的説
明は筆者が A 県内の機関に対して実施した聞取調査（2012年8～9月）に基づいてい
る。
求職者支援制度の政策的意義について
―37―
23）委託訓練はすべて雇用保険二事業財源から，求職者支援訓練は二事業財源と一般会計
のほぼ折半で予算措置されている。
24）これは2011年求職者支援訓練に移行する前に廃止された。
25）とくに介護分野ではその傾向がある。
26）むろん現状でも配慮がなされていないわけではない。とくに大阪府内の自治体などで
は独自の就労支援政策が積極的に展開されている。しかし求職者支援制度のように生活
支援・職業訓練・就職支援の3側面を兼備した政策としてなされているわけではない。
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